
終了予定時期
「基金基準」において、平成２７年度までとされている。

建設業者への資金供給の円滑化、元請下請関係の適正化、企業連携の推進等を図るため、事業協同組合等の行う貸付
事業に係る債務保証事業、助成事業等の建設業緊急安定化事業を行うことを目的とする一般財団法人建設業振興基金
の基金造成に要する経費の一部とすることにより、建設業の振興に寄与することを目的とする。

11.6 11.2 12.9 10保証料収入

‐

国費額
（単位:百万円）

‐

その他 ‐

15653.6 15653.6 15653.6

当初/補正
（会計区分）

99

7500当初

‐

229.8

‐ ‐

事業概要
（5行程度。別

添可）

関係する行政事
業レビューシー

ト

作成責任者建設業安定化基金

前年度繰り越し

（マイナス）返納額 ‐ ‐ ‐ ‐

建設市場整備課長　屋敷次郎（一財）建設業振興基金

土地・建設産業局

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当部局

担当課室

関係する計画、
通知等

- - -

　(1)　□取り崩し型　　　　　□回転型　　　　　■保有型　　　　　□運用型　　　　　□その他

 ・建設業者団体、事業協同組合等が行う貸付事業及び支払い保証事業に係る保証債務の履行に必要な資金に係る借入れについての金融機関に対
する債務保証
・元請・下請関係の適正化、企業連携の推進など建設業の安定化に関する調査研究、指導、助成等

基金への国庫か
らの支出の経緯

①

‐‐

目的

基金設置年度 平成１１年度

国費

収
入

国費
以外

‐

53.6 ‐

出資等

運用収入

28.2

243.4 196.5

15600

（国土交通省）　　　　　　　　　　　　　　平成２５年基金シート    

　(2)　□ 貸付　　　　　　■ 債務保証　　　　　□ 利子助成、補給　　　　　□ 補助 　　　　　　□補てん　　　　　　□出資　　　　　　　□その他

建設市場整備課

24年度

240.7

25年度見込み23年度22年度

収入・事業費等
（単位:百万円）

-

15905.5 15896.3 15860.1

事
業

206.8

基金シート番号

72.7

25-3

合計（a）

事業費

15908.6

基金名

法人名

目標年度
見込み

更なる需要の創出に向けて検討する。

170 178.3

業
費
等

22年度 23年度 24年度

　　　　　　　　　　1,535　　　（円／件）

所見/対応状況

算出根拠 事業費／保証件数＝4,560,090円／2,970件

保有割合
（基金事業に要する費
用に対する保有基金

額等の割合）

（57億円×40＋50億円×20＋50億円×10）÷（1,827
億円＋2,083億円－124億円＋1.3億円）＝0.998

算出方法
直近年度末の基金額×債務保証枠限度額の倍率÷（債務保証枠残高
＋債務保証枠見込額-債務保証終了額＋事業・管理費）

建設業振興基金ＨＰ
http://www.kensetsu-kikin.or.jp/koukai/index.html

単位(1件)当たり
の事業費等

255 251.9

48.2

242.7 206.5

15653.6 15653.615653.6

補記

債務保証総枠

活動実績

（当初
見込み）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標（目標年度）

管理費

合計（b）

基金残高
(a-b)

15653.6

152.9

188,730 182,730 ―

22,206 23,587 24,171 31,422

25年度
見込

単位

―

（） （） （） （） （）

債務保証残高

195,130



※平成24年度実績を記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

建設業安定化基金

※その他事業費２３．４

※管理費 170

B.民間団体

88団体

【基金残高】15653.6（国費7500）

国土交通省

A.民間企業 2,970社

金融機関

【交付】
0

【保証料】
12.9

【債務保証】

【出えん】
0

【助成金】
4.6事業協同組合

等

【融資】

【助成金】
44.7

【運用収入】229.8

て補足する）
（単位：百万

円）



C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 2.5 計 0

事業費 元請下請関係の適正化等に係る事業実
施に対しての助成金

2.5

B.  （一社）長野県建設業協会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.2 計 0

A民間企業への助成金　（融資事業者を
経由した工事出来高査定助成等）

1.2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロック
ごとに最大の金
額が支出されて
いる者について

記載する。費目と
使途の双方で実
情が分かるよう

に記載）

A.  A融資事業者 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

事業費

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ.

2.3

1.7

9 （一社）日本トンネル専門工事業協会 元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金

7 （一社）島根県建設業協会

10 （一社）京都府建設業協会

6 （一社）日本機械土工協会

5 全国基礎工業協同組合連合会

元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金

1.8

元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金

2.5

2.1

2.1

1.7

8 （一社）岩手県建設業協会 元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金

4 （一社）日本建築板金協会 元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金

元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金

元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金

3 日本建設インテリア事業協同組合連合会 元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金 2.5

2 全日本電気工事業工業組合連合会 元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金 2.5

1 （一社）長野県建設業協会 元下間の課題解決に向けた調査研究等に対しての助成金 2.5

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

10 J融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 0.1

9 I融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 0.1

8 H融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 0.1

7 G融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 0.1

6 F融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 0.1

5 E融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 0.3

4 D融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 0.3

3 C融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 0.7

2 B融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 1

1 A融資事業者 民間企業への助成金　（融資事業者を経由した工事出来高査定助成等） 1.2

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

C

D

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10


